
（様式１）
日立市 総括表

平成26年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

日立市東日本大震災
復興交付金基金残高 676,413

日立市東日本大震災
復興交付金基金の利息額 1,655

執行
年度
23
24
25
26
27

合　計

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

＜参考＞

0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0 0合　計

153,599

0
239,975

＜参考＞
茨城県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
日立市

0
948,343

0
0
0

0

復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　

0

296,775

0 0

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

334,438
373,930

0
143,176



平成26年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 103,950 103,800 150
25 H25.5月、完成
26
27

累計 103,950 103,800 150
23
24
25 1,600 1,600 - H25.5月からＨ26.3月の12日間にイベント実施。
26 1,600
27

累計 3,200 1,600 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 103,950 103,800 150

5 25 1,600 1,600 0
6 26 1,600 0 0

27 0 0 0
7 107,150 105,400 150

107,150 105,400 150

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

（様式２C)

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

－ 1 －

水産業共同利
用施設復興整
備事業

久慈地区
水産加工
施設

26
民間
団体

直接 継続 4,000 25 ～1 － 1
水産業復興支
援事業

久慈地区
市

日立市 復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、
漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

1 C － 7 ～ 24

H25.2月、工事着手
H25.3月、工期延長（H25.3月末→H25.5月末）

4 ◆ C － 7 －

市
民間
団体

直接 完了 151,200 24



平成26年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 15,500 13,247 -

25 232,500 36,927 -

H25.8月、物件補償算定業務委託契約（H25.9月完了）
H25.11月、物件補償算定業務委託その2契約(H26.1月完了）
H25.11月、物件補償算定業務委託その3契約(H26.1月完了）
H25.12月、工事契約
H26.3月、工事　変更契約(額及び期間：3月末→6月末）

26 232,500
27

累計 480,500 50,174 0
23
24 22,500 19,687 2,813
25
26
27

累計 22,500 19,687 2,813
23
24 3,875 0 -
25 15,500 8,039 H25.12月、変更契約（額及び期間：12月→3月）
26
27

累計 19,375 8,039 0
23
24
25 6,820 5,956
26 121,830
27

累計 128,650 5,956 0
23
24 3,750 0 -
25 29,250 7,990 H26.3月、委託契約変更（額及び期間：3月末→6月末）
26
27

累計 33,000 7,990 0
23
24 8,000 6,442 1,558
25
26
27

累計 8,000 6,442 1,558

（様式２D）

継続 166,000 25 ～ 26

H25.8月、測量及び地質調査・設計委託(H25.12完了）
H26.1月、測量調査委託(H26.3完了）津波避難路整

備事業（旭町
地内避難通路
拡幅事業）

助川・会
瀬地区
道路

市 市 直接6 D － 1 － 3 －

－ 20 － 1 － 1

津波避難・海
抜表示看板設
置事業

市内沿岸
地区

市 市 直接 完了 10,000 24 ～ 24

H25.3月、発注
H25.3月、業務完了

26

H25.8月、測量調査委託（H25.11月完了）
H26.2月、設計等業務委託

7 D － 20 － 2 －

8 ◆ D

直接 継続 85,000 24 ～ 26－

市道３２２５号
線道路改良事
業

助川・会
瀬地区
道路

市 市

H24.9月、策定業務委託契約
H25.3月、業務完了

5 D － 1 － 2

市 直接 完了 30,000 24 ～1 －

都市防災推進
事業(津波シ
ミュレーション
等の計画策定
等）

久慈地区
など市内
沿岸地区

市

H25.6月、測量調査及び地質調査・設計委託契約(H25.10完了）
H25.6月、用地測量調査委託契約

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

2 D － 1 ～ 27

H24.8月、測量調査及び設計委託契約
H25.3月、変更契約（期間：3月末→6月末）

3 D － 20 －

市 市 直接 継続 820,000 24－ 1 －
久慈茂宮線外
1線改築事業

久慈地区
道路

24

旭町地内避難
路整備事業

助川・会
瀬地区
避難階段

市 市 直接 継続 44,000 24 ～

復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　日立市



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況事業番号
全体
事業
期間

23
24 66,400 0 -
25 65,940 460
26
27

累計 66,400 65,940 460
23
24 16,000 0 -
25 15,120 880
26
27

累計 16,000 15,120 880
23
24
25 41,568 7,323 -
26
27

累計 41,568 7,323 0
23
24
25 4,800 4,704 96
26
27

累計 4,800 4,704 96
23
24
25 2,400 0 -
26 18,000
27

累計 20,400 0 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 136,025 39,376 4,371

5 25 332,838 151,999 1,436
6 26 372,330 0 0

27 0 0 0
7 841,193 191,375 5,807

841,193 191,375 5,807

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

継続 55,425 25 ～

12 ◆ D － 20 － 1 － 4

河原子南浜海
岸海況調査事
業

河原子地
区 市 市 直接 完了 6,000 25

11 D － 20 － 3 －

9 ◆

25

H25.9月、測量設計等業務委託契約
H26.3月、業務完了

津波避難路整
備事業（河原
子北浜スポー
ツ広場避難路
整備事業）

河原子地
区
避難路

市 市 直接

10 ◆ D

13 ◆ D － 20 － 1 － 5

会瀬町地内避
難路整備事業
（避難路拡幅）

助川・会
瀬地区
避難路

市 市 直接 継続 25,500 25 ～

市 市 直接 完了 83,000 24 ～ 24

H25.10月、システム整備委託
H26.3月、整備完了

D － 20 － 1

－ 20 － 1 － 3

防災行政無線
屋外放送塔整
備事業

市内沿岸
地区

市 市 直接 完了 20,000 24 ～ 24

H25.7月、工事契約
H26.2、工事完了

～ 25

H25.7月、調査委託契約
H25.10月、業務完了

－ 2
津波監視カメ
ラ設置事業

市内沿岸
地区

26

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、市
街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。


